
No.132 （グランドビジョン⑭） 

2050 年以降への持続的カーボンニュートラル社会を実現する低温工学および 

超電導工学体系の創出 

 

① ビジョンの概要 

 2050 年以降の持続的なカーボンニュートラル(CN)社会の実現には、核融合発電、超電導送電、超電導発電

機、超電導エネルギー貯蔵、超電導限流器などと液体水素技術を有機的に結合し CO2 排出を極小化する総合

的な超電導工学体系の発展が必要である。 

② ビジョンの内容 

先端的理工学である低温工学および超電導工学に関する諸技術を持続的な CN 社会の実現に結びつけるた

めには、冷熱利用も含む液体水素の製造・輸送・貯蔵・利用に関する技術体系を構築することが重要である。

また、国内の PV 発電、風力発電などの偏在しかつ変動が大きい電力を従来の電力システムと組み合わせ安定

に利用するためには、低損失での長距離送電が可能な超電導送電、発電効率が高く電力系統のフレキシビリ

ティを高める超電導発電機、電力系統のフレキシビリティとレジリエンスさらには安定度を高める超電導エ

ネルギー貯蔵、電力系統のフレキシビリティに対する制限を大幅に緩和できる超電導限流器などと液体水素

技術を有機的に結合し CO2 排出を極小化する総合的な超電導工学体系の発展が不可欠である。更に、究極的

な低炭素発電技術として期待されている核融合発電装置でも超電導マグネット技術が実現の鍵を握っている。 

③ 学術研究構想の名称 

 2050 年以降への持続的カーボンニュートラル社会を実現する低温工学および超電導工学体系の創出 

④ 学術研究構想の概要 

 本学術研究においては、以下の技術レイヤー毎に研究構想を展開する。 

（１）CN 社会を俯瞰するレイヤー１ 

本学術研究構想においては、日本学術会議における他の社会科学研究あるいは工学体系研究との情報交換

を密に行い、常に研究開発の方向性とスケジュール感を俯瞰しながら進める。 

（２）CN 社会におけるエネルギーフロー(EF)を分析するレイヤー２ 

CN 社会ではエネルギーを輸送・貯蔵・利用する技術として、水素と電力が主体となることには疑いがない

が、カーボンフリーエネルギーを生み出す技術としては、太陽光あるいは風力などの再生可能エネルギー、

核融合発電などが想定されており、地球規模でどのような EF になるかは現時点では明確ではない。エネルギ

ーの輸送と利用に関する規模感を前提として取り組むことが不可欠であり、EF を分析し全体像を明確にする。  

（３）CN 社会に必要な低温工学および超電導工学における要素技術あるいは個別の機器の必要性能を明確化

し研究開発に取り組むレイヤー３ 

冷熱利用も含む液体水素の製造・輸送・貯蔵・利用に関する技術体系あるいは超電導送電、超電導発電機、

超電導エネルギー貯蔵、超電導限流器、核融合発電、液体水素を燃料とした電動航空機などの超電導工学体

系における要素技術あるいは個別機器の研究開発においては、EF の分析結果などから求められる性能を目標

として研究開発に取り組む。 

⑤ 学術的な意義 

（１）提案の背景 

 低温工学および超電導工学は定量的にも低炭素化に向けて重要な役割を担える可能性が高いが、その可能

性の検討は不十分である。また、2050 年以降も視野に入れると、低温工学および超電導工学が重要な要素技

術となる核融合発電も視野に入り、持続可能性なカーボンニュートラル社会を実現する低温工学および超電

導工学体系の実現が重要になる。 

（２）学術的重要性 

 液体水素温度における低温工学技術を経済性も含めて広く利用可能な産業技術とするためには一層の研究

開発が必要である。特に、液体水素を海外で製造し我が国に輸送するためには、我が国が主導的に製造、輸

送、貯蔵、利用に関する技術開発を標準化も含め先導することが不可欠である。 

 液体水素温度で運用される超電導応用機器に限れば、世界的にもその研究開発は緒についたばかりであり、

我が国も先頭に立って研究開発を推進中である。本学術研究構想により、2050 年以降への持続的カーボンニ



 

ュートラル社会を実現する低温工学および超電導工学体系が実現できれば、地球環境問題に世界的規模で貢

献できる。 

（３）期待されるブレークスルーと研究成果 

 超電導送電、超電導発電機、超電導エネルギー貯蔵、超電導限流器などの超電導工学体系の構築において

は、これまでの我が国における研究開発成果の蓄積があり、これを液体水素冷却化できれば、液体水素技術

と超電導技術のシナジー効果によって、持続可能なカーボンニュートラル社会実現のキーテクノロジーとし

て大きな発展が見込まれる。 

 液体水素冷却化のためには、液体水素温度における冷却技術、液体水素温度で利用する超電導線材などの

超電導材料技術、カーボンニュートラルエネルギーシステムで求められる個別機器の性能の最大化など、低

温工学と超電導工学の両面からの研究開発が必要である。 

⑥ 国内外の研究動向と当該構想の位置付け 

 低温工学と超電導工学の体系化によって、冷熱利用も含む液体水素の製造・輸送・貯蔵・利用に関する技

術体系および液体水素を利用する超電導応用機器へと展開し、2050 年以降への持続的カーボンニュートラル

社会を実現するために、核融合発電技術なども含めて総合的に研究開発を進めようとする、本学術研究構想

の計画は今のところ世界的にも稀有である。 

⑦ 社会的価値 

 2050 年までのカーボンニュートラル社会の実現に不可欠な研究開発であり、国内外に対する社会的価値は

極めて大きい。 

⑧ 実施計画等について 

＜実施計画・スケジュール＞ 

 各レイヤーの実施計画およびスケジュールは下記の通りである。 

（１）レイヤー１ 

 日本学術会議および他の学協会との連携などに関し理事会が主導的にその任に当たるとともに、低温工学・

超電導学会の各委員会活動において国内外の情報を収集する。（令和８年度～令和 17 年度） 

（２）レイヤー２ 

 専門の調査研究会を設置し、その委員として低温工学・超電導学会関係者だけではなく電気学会、応用物

理学会などの他の学協会の関係者にも就任戴き既存の調査および研究結果の集約を図る。（令和８年度～令和

17 年度） 

（３）レイヤー３ 

 それぞれの研究開発は独立して研究開発を進めるが、相互に研究開発状況とその成果を共有し反映させる

ことが不可欠であり、理事会が全体の活動を掌握し連携を強化するとともに、毎年２回開催する低温工学・

超電導学会研究発表会に特別セッションを設けるなど情報交換のハブ機能を発揮し、技術成熟度の向上を図

る。また、公開シンポジウムの開催などにより社会への情報発信に努める。 

＜実施機関と実施体制＞ 

 本学術研究構想は低温工学・超電導学会およびその賛助会員（54 社）を含む会員（約 900 名）が実施する。 

＜総経費＞ 17,000 百万円(10 年間) 

＜所要経費＞ 

 公益社団法人低温工学・超電導学会とレイヤー３を公募研究に対する応募を通じて実施する賛助会員を含

む会員が属する機関、企業などそれぞれの所要費用を記載する。開始年度は令和８年度とする。 

(1) 公益社団法人低温工学・超電導学会が実施する内容：1,000 百万円 

レイヤー１、２に関わる調査活動、情報発信、レイヤー３の関わる情報交流ハブ機能などの費用 

(2)公益社団法人低温工学・超電導学会の賛助会員を含む会員が実施する内容：16,000 百万円 

 要素技術開発に関する「革新的 GX 技術創出事業」など、個別機器開発に関する「グリーンイノベーション

基金」などの公募研究 25 件程度を 10 年間実施する費用 

⑨ 連絡先 

下山 淳一（公益社団法人 低温工学・超電導学会） 


